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取組
年度

地 区 名 取 組 内 容

平成
28年度

① 岐阜県下呂市萩原町羽根地区
地域の話合いにより集落営農法人を設立して担い手へ

の農地集積を拡大

平成
29年度

② 岐阜県郡上市美並町根村地区
関係機関の取組により近隣の集落営農法人へと円
滑に農地が集積

平成
30年度

③ 愛知県豊川市長沢地区
「地域まるっと中間管理方式」により地域の農地
を一般社団法人に集積

令和
元年度

④ 岐阜県高山市丹生川地区
就農支援チームによる農地バンクを活用した新規
就農者への集積・集約

令和
元年度

⑤ 愛知県豊田市押井地区
「地域まるっと中間管理方式」により地域の水田
を一般社団法人に集積

令和
元年度

⑥ 三重県玉城町原地区
遊休農地を集約して7.3haのキウイフルーツ団地
が誕生

令和
２年度

⑦ 岐阜県山県市伊自良地区
飼料の自家生産をめざす地域の畜産法人に牧草栽
培用の水田を集積

令和
２年度

⑧ 愛知県新城市菅沼地区
「地域まるっと中間管理方式」により地域の農地
を個人の担い手に集積

令和
２年度

⑨ 三重県津市中ノ村地区
「担い手を逃がすな！」を合言葉に担い手への集
積・集約化を実現

令和
２年度

⑩ 岐阜県恵那市中野方地区
機構関連農地整備事業を活用して地域の集落営農
法人に農地を集積

中山間
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新規就農基盤整備

集約化

所有者
不明農地

？

地域協議

中山間 地域協議
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基盤整備を実施した取組

集約化を進めた取組
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所有者不明農地関連の取組

果樹地域における取組



取組
年度

地 区 名 取 組 内 容

令和
３年度

⑪ 岐阜県養老町室原小栗栖地区
機構関連農地整備事業を契機とした担い手への
農地集積と経営の安定化

令和
３年度

⑫ 岐阜県中津川市阿木両伝寺地区
農地バンク事業の継続的な取組みによる集約化
等の進展

令和
３年度

⑬ 愛知県名古屋市中川区福島地区 農地の利用方針に応じた集積・集約化を実現

令和
３年度

⑭ 愛知県豊川市萩地区
農地中間管理機構関連農地整備事業を活用し、
集積と集約化を実現

目 次
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集約化 基盤整備地域協議
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ICT
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地域の話合いにより集落営農法人を設立して担い手への農地集積を拡大

① 地区内の農家で農事組合法人の設立準備員会を立ち上げて検討を開始し、県・市・JAの職員で

構成する税務研修や先進地視察等を行って、法人設立を支援した。

② 農地バンクの担い手育成推進チームは県と連携して当該地区を重点実施区域に指定し、バンク

職員が新法人への農地集積等に関する説明会を開催して農地所有者等の理解を促進した。

③ 平成30年度から基盤整備事業をスタートさせ、１区画が0.3～１ha のほ場の整備を目指してい

る。

✓ 大型機械導入と育苗ハウ

スの設置により生産性が

向上

✓ 区画整理により農作業や

農地管理を効率化

農地バンク
活用面積

借入面積 34.7ha

転貸面積 34.7ha

新規集積面積 34.7ha

地区内農地面積 49.1ha

取組の内容

市中央部の中山間に位置する水稲を中心とした地域。用排水施設の老朽化や農地区画の狭小と

いった基盤不良により、離農や規模縮小を考える農家の増加が課題となっていた。

地区の概要 取組の成果

農事組合法人設立後農事組合法人設立前

【 大型機械による収穫の様子 】

：担い手への農地集積面積の増加

中山間 基盤整備地域協議 集約化 岐阜県

「取組のポイント」

✓ 農家の高齢化が進む中、将来にわたって営農を継続し得る農事組合法人を設立

✓ 農地バンクを活用して当該法人に農地を集積するとともに、基盤整備事業を実施

平成27年 平成28年

集積面積・集積率 10.5ha(21.4%) 37.4ha(76.2%)

平均経営面積 1.5ha/経営体 7.5ha/経営体

平均団地面積 1.0ha/団地 4.7ha/団地

平成

28年度①岐阜県下呂市萩原町羽根地区
げ ろ し は ぎ わ ら ち ょ う は ね



関係機関の取組により近隣の集落営農法人へと円滑に農地が集積

① 推進チームが地区役員等を集め、検討会で担い手確保について話し合った結果、経営規模拡大を

志向していた近隣の集落営農法人が農地を活用することとなり、参入をアプローチした。

② アンケート調査や農地バンク活用の説明会を継続的に行い、近隣の集落営農法人に農地を任せる

ことや暗渠排水を施工すること等について、農地所有者から了解を得た。

③ 推進チームが集落営農法人と農地所有者を集めて貸借条件のマッチング会議を開催し、畦畔や農

道は経営転換協力金等を活用して共同管理し、賃料は使用貸借とすること等について合意した。毎

年、集落営農法人と農地所有者が話合いを行い、課題等の解決に取り組んでいる。

✓ 近隣の集落営農法人に地域

内の農地の約５割を集積し

た結果、当該法人の経営面

積は1.5倍に増加

✓ 水田の汎用化により、大

豆・大麦・たまねぎ等を導

入し、法人の経営がより一

層安定化

農地バンク
活用面積

借入面積 7.8ha

転貸面積 7.8ha

新規集積面積 7.8ha

地区内農地面積 13.9ha

取組の内容

取組の成果

【 汎用化された水田の様子】

中山間地に位置する水田単作地帯で、湿田が多く耕作条件も悪いことから、担い手が減少。農業者

の高齢化も進行し、今後の地域農業の維持が課題となっていた。

：集落営農法人に集積された農地

地区の概要

中山間 基盤整備地域協議 集約化

岐阜県

バンク活用後バンク活用前

平成28年 令和29年

集積面積・集積率 0.0ha(0.0%) 7.8ha(56.1%)

平均経営面積 0.0ha/経営体 7.8ha/経営体

平均団地面積 0.0ha/団地 1.3ha/団地

「取組のポイント」

✓ 農地バンク・市・JA・県で構成する担い手育成推進チームが、地域に話合いを
働きかけるとともに、近隣の集落営農法人にもアプローチ

✓ 出し手と受け手の貸借条件を調整するマッチング会議で集積を推進

平成

29年度②岐阜県郡上市美並町根村地区
ぐじょうし みなみちょう ねむら



「地域まるっと中間管理方式」により地域の農地を一般社団法人に集積

① 将来の地域農業のあり方を検討するため、市が農地バンクや農業委員会等と連携して地元説明会

を重ね、地域全体の営農を担う一般社団法人（非営利型法人）の設立に至った。

② 所有者不明の農地についても公示手続を進めながら集積に取り組んだ結果、地域の農地の約９割

を法人に集積することができた。当面、自作を希望する農業者については、法人と特定農作業受委

託契約を結んで、引き続き営農できるようにした。

③ 法人が地域集積協力金の受け皿となり、協力金（非課税）を法人運営費に充当し、草刈等の共同

作業（農地の維持管理）を行っている。

✓ ほ場整備や新たな特産物

の導入等の検討を進め、

法人の経営発展を目指し

ている。

✓ 遊休農地化させないよう

共同作業した結果、地域

全体で農地保全の意識が

高まった。

農地バンク
活用面積

借入面積 34.4ha

転貸面積 34.4ha

新規集積面積 27.7ha

地区内農地面積 38.0ha

取組の内容

取組の成果

【 定時総会の様子 】

三方を山に囲まれた中山間地域で、音羽米（有機肥料・減農薬による地域の特別栽培米）の生産に

取り組んできたが、高齢化と後継者不足による危機感から、地域農業の将来が懸念されていた。

地区の概要

：一般社団法人に集積された農地（赤色は所有者不明農地）

中山間 地域協議 集約化

愛知県

豊川市

バンク活用後バンク活用前

平成29年 平成30年

集積面積・集積率 6.4ha(16.8%) 34.4ha(90.5%)

平均経営面積 6.4ha/経営体 34.4ha/経営体

平均団地面積 0.2ha/団地 2.9ha/団地

平成

30年度③愛知県豊川市長沢地区

「取組のポイント」

✓ 一般社団法人を設立し、農地バンクを活用して地域の農地の大半を当該法人に集積

✓ 当該法人が地域集積協力金の受け皿となり、法人運営費として協力金を有効活用

と よ か わ し な が さ わ



就農支援チームによる農地バンクを活用した新規就農者への集積・集約

① 市では関係機関、農地バンクの現地駐在員、指導農業士会等により就農支援協議会（支援チー

ム）を組織し、新規就農者の確保に向け、就農フェア、就農体感ツアー、短期・長期研修、と段階

を踏んだサポートを実施している。

② 新規就農者が優良な農地で営農できるよう、新規就農者に優先的に農地を貸し付けるという、新

規就農者モデル団地化構想（モデル団地）を策定し、併せて基盤整備事業による団地の造成を計画

した。

③ 就農者支援チームが精力的に農地所有者を巡回したことで、農地バンク事業、モデル団地につい

て地域全体の合意が得られ、基盤整備事業の実施に至った。現在、団地内では19経営体の新規就農

者に対して、農地バンクを通じて農地を貸し付けている。

✓ 団地化構想により集積・

集約が進み、作業効率が

向上

✓ 農地バンクからまとまっ

た農地を借り受け、Ｈ26

～R２年度までに２団地

で19経営体24名が新規

就農

取組の内容

中山間地域に位置しており、担い手の大半が高齢農家で後継者不足のため、新規就農者の育成・確保が不可

欠であったが、農地所有者の理解が得られず、新規就農者の農地確保が課題となっていた。

地区の概要 取組の成果

新規就農中山間

【 就農体感ツアーの様子 】

バンク活用後

： 新規就農者が営農する農地

大萱坪野団地

基盤整備地域協議

岐阜県

バンク活用後

農地バンク
活用面積

借入面積 9.6ha

転貸面積 9.6ha

新規集積面積 9.6ha

地区内農地面積 58.1ha

令和

元年度

平成26年 令和元年

集積面積・集積率 36.4ha(62.7%) 48.4ha(83.3%)

④岐阜県高山市丹生川地区

「取組のポイント」

✓ モデル団地化構想を策定し、園芸産地を支える新規就農者へ優先的に農地を貸付け

✓ 新規就農者の経営単位に見合う面積のまとまった農地を確保

法力中根団地

た か や ま し に ゅ う か わ



愛知県

「地域まるっと中間管理方式」により地域の水田を一般社団法人に集積

① 営農組合長が中心となって、法人化の方向性を取りまとめ、あいち農業経営相談所の支援（専門

家派遣）も受けつつ、一般社団法人（非営利型法人）の設立に至った。

② 当面、自作を希望する農業者については、法人と特定農作業受委託契約を結び、営農が続けられ

るようにした。法人が地域集積協力金の受け皿となり、協力金（非課税）を機械購入費に充当し、

中山間地域等直接支払なども活用しながら、法人に集積した農地の維持管理につなげている。

③ 地域特産で食味の優れた米（品種：ミネアサヒ）を、農薬・化学肥料を減らした特別栽培米とし

て生産し、クラウドファンディングも活用して消費者と長期間の直接取引契約（CSAプロジェク

ト）で販売している。

✓ 都市農村交流にも取り組

んだ結果、Īターン者が

増え、法人の農作業も

担っている

✓ 法人のオペレーターの活

動により、集落外の農地

14haの機械作業も受託

している

農地バンク
活用面積

借入面積 7.6ha

転貸面積 7.6ha

新規集積面積 7.6ha

地区内農地面積 17.3ha

取組の内容

取組の成果

【山間農地を守る法人の農作業】

市北部の山間地域で、集落の農地を守るため営農組合（任意組織）を立ち上げたが、機械導入による作業受

託中心の営農に限界が見え、将来の行き詰まりが懸念されていた。

地区の概要

：一般社団法人に集積された農地

中山間 地域協議 集約化

豊田市

写真

図面・空中写真

バンク活用後バンク活用前

平成30年 令和元年

集積面積・集積率 1.1ha(6.4%) 7.6ha(43.9%)

平均経営面積 0.6ha/経営体 7.6ha/経営体

平均団地面積 0.3ha/団地 0.8ha/団地

令和

元年度⑤愛知県豊田市押井地区

「取組のポイント」

✓ 一般社団法人を設立し、農地バンクを活用して集落の全水田を法人に集積

✓ 法人の取組を軸に、山村集落を消滅の危機から救うモデルとなりうる活動を展開

と よ た し お し い



遊休農地を集約して7.3haのキウイフルーツ団地が誕生

① 県から町への依頼を受け、キウイフルーツの栽培適地として本地区を候補選定したとこ

ろ、県内でミニトマトを栽培するＡ農園が参入を希望した。

② 地区の地権者を対象にした説明会を重ねて貸借期間や賃料を統一することとし、区役員、

農業委員・農地利用最適化推進委員、人・農地プラン関係者が地権者と個別に協議した結果、

全地権者の意向が固まり、産地化が決定した。

③ A農園と協議しながら、農地耕作条件改善事業を実施し、農地バンクが地権者52人が所

有する102筆の農地を一団地に集約したことで、高収益作物であるキウイフルーツへ転換さ

れ、地域ブランド化への取組の後押しとなった。

✓ 遊休農地 4.6haを解消

✓ 地権者52人の所有する102筆・

7.3haを１団地に集約化

✓ 出し手の声：「承継先を探してい

たが担い手に引き継ぐことができ

た。」

農地バンク
活用面積

借入面積 7.3ha

転貸面積 7.3ha

新規集積面積 7.3ha

地区内農地面積 7.3ha

取組の内容

中山間地域に位置する戦前に開墾された畑で、昭和40年代まで桃が栽培され、その後、柿

への転換が図られたが農家の高齢化とともに果樹栽培が一部残るものの遊休農地が増加して

いた。

地区の概要

バンク活用前 バンク活用後

基盤整備

【地区全景】

中山間 地域協議

経営転換協力金活用

遊休農地

集約化

A農園

令和

元年度⑥三重県玉城町原地区

「取組のポイント」

✓ 次郎柿栽培をやめた遊休農地を集積・集約し、キウイフルーツの持続的な生産を目指す

✓ 農業委員・最適化推進委員、人・農地プランの関係者が連携して集落内での合意を形成

平成30年 令和元年

集積面積・集積率 0.0ha(0%) 7.3ha(100%)

遊休農地面積 4.6ha 0.0ha

取組の成果

た ま き ち ょ う は ら



飼料の自家生産をめざす地域の畜産法人に牧草栽培用の水田を集積

① 畜産法人に牧草刈取機の導入（補助事業を活用）を提案し、牧草地20haを確保する目標を立て

たことを契機に、効率よく短期間で出し手を探す方策として、農地バンク事業の活用を検討。

② 水利組合長、農事改良組合長が中心となり、地区内の農業者を集めて話合いを行い、市、農地

バンクが同席して事業説明や事例紹介等を実施した。農業委員や推進委員も戸別訪問等を通じて

農地バンク事業を地域に広め、担い手への農地集積の合意形成につなげた。

③ 農地バンクを通じて貸し付けた農業者の話を伝え聞いて、貸出希望者からの相談が市や農業委

員に多く寄せられ、貸付面積がさらに増加した結果、20ha以上の農地が畜産法人に集積された。

✓ 受け手の畜産法人は規模

拡大に伴い、播種機等も

導入し作業を効率化

✓ 農地集積の機運が高まり、

地元の農事組合法人（水

田作）への貸付も増加

取組の内容

市南部の中山間に位置し、水稲や施設野菜が栽培されている地域だが、ほ場整備が進んでおらず、

小区画な農地が多い。また、農家の高齢化が進み、経営の継承等が課題となっていた。

地区の概要
取組の成果

【 牧草収穫の様子 】

：畜産法人に集積された農地

中山間 地域協議

岐阜県

農地バンク
活用面積

借入面積 55.7ha

転貸面積 55.7ha

新規集積面積 55.7ha

地区内農地面積 220.7ha

バンク活用後バンク活用前

平成30年 令和２年

集積面積・集積率 22.5ha(10.2%) 66.5ha(30.1%)

平均経営面積 3.75ha/経営体 8.31ha経営体

令和

２年度⑦岐阜県山県市伊自良地区

「取組のポイント」

✓ 水管理に労力がかかり水稲作付をやめようとしていた水田を牧草栽培に活用

✓ 地域の畜産法人が農地バンク事業を活用し３年間で29.5haの農地を集積

や ま が た し い じ ら



「地域まるっと中間管理方式」により地域の農地を個人の担い手に集積

① 人・農地プランの実質化の取組を通じて、地域の現状・課題を共有し、将来の姿をみんなで話合

い、地域の合意に基づき、地域で守るべき農地を一括して農地バンクに貸し出すこととした。

② 農地バンクは地域の担い手に約39haを貸し付け、当面、自作を希望する農業者については、担

い手と特定農作業受委託契約を結んで耕作が続けられるようにした。

③ 農地バンクに貸付けして交付される「地域集積協力金」は、土地改良事業（用排水施設改修）の

費用（地元負担金）に充当することとしている。

✓ 地域集積協力金が交付され、

新たな土地改良事業や法人

化への機運が醸成された

✓ 地域がまとまって農地バン

ク事業を利用し、荒廃農地

化を防ぐ足がかりができた

取組の内容

市北部の標高550～600mの中山間に位置し、地区内の農地55haのうち34haは昭和40年代のほ場

整備。後継者の不在や畦畔の草刈り等の負担が大きいなど課題が多く、農地の維持が困難となってい

た。

地区の概要 取組の成果

担い手への集積状況（バンク活用後）

【 菅沼地区の遠景 】

中山間 地域協議

愛知県

新城市

農地バンク
活用面積

借入面積 38.6ha

転貸面積 38.6ha

新規集積面積 7.7ha

地区内農地面積 54.7ha

令和

２年度⑧愛知県新城市菅沼地区

「取組のポイント」

✓ 人・農地プランの作成を通じて将来の姿を話合い、農地バンクに一括して貸付け

✓ 地域集積協力金を有効活用し、土地改良事業の地元負担金に充当

令和元年 令和２年

集積面積・集積率 30.9ha(56.5%) 38.6ha(70.6%)

平均経営面積 0.8ha/経営体 1.8ha経営体

し ん し ろ し す が ぬ ま



「担い手を逃がすな！」を合言葉に担い手への集積・集約化を実現

① 農地調査、アンケート、戸別面談で明らかになった後継者不足を契機に、自治会に農業部会を

設立し、地区の抱える課題を全戸で共有し、将来も安心できる体制の構築に向けて話合いを開始

した。

② 話合いの結果、地区主導で担い手を確保することとし、水系別にゾーニングすることを基本方

針として、農地バンク事業の活用を決定。農業部会が中心となり、地権者の意向確認や担い手と

の交渉など土地利用調整全般を行い、担い手への集積・集約化に取り組んだ。

③ 話合いを繰り返しながら農地の再配分を行った結果、令和３年３月、２人の担い手へのゾーニ

ングが完了し、農地の効率的な集約を実現している。

✓ 水系別のゾーニングや畦畔

除去により担い手の効率経

営を実現

✓ 地域米のブランド化への取

組に着手

✓ バラバラだった地代を統一

農地バンク
活用面積

借入面積 13.2ha

転貸面積 13.2ha

新規集積面積 8.0ha

地区内農用地面積 20ha

取組の内容

取組の成果

【 中ノ村地区全景 】

市西部の周囲を山に囲まれた中山間地域で水稲を中心とした地域。高齢化や後継者不足、不在地

主の急増に将来への不安が高まっていた。

地区の概要

中山間 地域協議 集約化

写真

図面・空中写真 図面・空中写真

三重県

バンク活用後バンク活用前

令和

２年度⑨三重県津市中ノ村地区

「取組のポイント」

✓ 中ノ村自治会に農業部会を設立し、農地バンク事業を強力に推進

✓ 水系別にゾーニングし、担い手の効率経営を実現

平成27年度 令和２年度

集積面積・集積率 5.2ha(26%) 13.2ha(66.0%)

平均経営面積 2.6ha/経営体 6.8ha/経営体

平均団地面積 0.3ha/団地 2.3ha/団地

つ し な か の む ら



機構関連農地整備事業を活用して地域の集落営農法人に農地を集積

① 地区内全域をカバーする農事組合法人が中心となって、貸し手の要望に応える形で、市、農地

バンク、農業委員会等と連携して農地集積を図った。

② 農地バンクとの貸借に当たっては、農地バンクの現地駐在員※と市担当者が農家を集めて書類

作成会を開催し、利用権設定の手続が円滑に進められた。

③ 市、県等から機構関連農地整備事業の説明を受け、地区協議会、農業委員会、農事組合法人が

各農家を訪問して農地バンクへの貸出意向を集約し、事業実施につなげることができた。

✓ ほ場に暗渠排水を整備し

水稲単作から品目を拡大

✓ 区画整理で団地化が進み、

農地管理を一体的・効率

的に実施

農地バンク
活用面積

借入面積 24.4ha

転貸面積 24.4ha

新規集積面積 7.3ha

地区内農地面積 70.0ha

取組の内容

市北部の中山間に位置する水稲を中心とした地域。農家の高齢化により、集落営農を担う農事組

合法人を設立したが、耕作条件が悪いため、新たな基盤整備と併せた農地集積が課題となっていた。

地区の概要 取組の成果

【 基盤整備後のソバ収穫の様子 】

：基盤整備後に農事組合法人へ新たに集積された農地

中山間 基盤整備地域協議 集約化 岐阜県

バンク活用後バンク活用前

※岐阜県での呼称は「農地専門員」

令和

２年度⑩岐阜県恵那市中野方地区

「取組のポイント」

✓ 高齢化の進んだ地域の農業を一手に引き受ける農事組合法人を設立

✓ 機構関連農地整備事業により農地管理が効率化し、法人の栽培品目も拡大

平成30年 令和２年

集積面積・集積率 6.2ha(8.9%) 20.2ha(28.0%)

平均経営面積 3.1ha/経営体 10.1ha/経営体

平均団地面積 0.21ha/団地 2.0ha/団地

え な し な か の ほ う



岐阜県

機構関連農地整備事業を契機とした担い手への農地集積と経営の安定化

① 農地バンク・県・町・県土連が連携し、機構関連農地整備事業実施へ向け推進協議会を設置。小
栗栖地区は室原地域内でも基盤整備が未実施の地区であったことから、地区内の基盤整備が地域全
体の水田農業推進・担い手集積につながることをＰＲし、地区代表者の同意を得た。

② 地権者説明会においては、計画平面図や中間管理権の設定を15年以上とした今後のスケジュール
の提示、地域集積協力金を編入維持管理費・水田耕起代金などに活用できることなどを説明した。

③ 現地駐在員※は、相続問題など地権者が抱える問題への相談対応、個別訪問による直接交渉、難色
を示す地権者に対しては粘り強く働きかけるなどを行い、地権者の同意取得に寄与した。

④ 換地後、営農組合への集約化により需要が高まっているキャベツを中心に高収益作物に取り組む。
収益率向上や豪雨時を避けた栽培により、若い世代の組合作業員の採用を目指していく。

平坦な水稲単作地帯だが、高齢農業者の離農等が増加傾向。近隣と比べ基盤整備が進んでいないた
め作業効率が悪く担い手の敬遠、経営悪化の要因となっており、遊休農地の発生が懸念されている。

地区の概要

✓ 担い手への集積率

45.1％ → 100％

✓ 地域内農地の区画面積

10a区画 → 50～80a区画

✓ 経営体数

45経営体 → １経営体

✓ 受け手の声「大区画化に

より、安全性確保と作業

効率アップに期待。農道

幅も２倍以上になり、安

心してほ場への往来がで

きる」

取組の成果

農地バンク
活用面積

借入面積 13.3ha

転貸面積 13.3ha

新規集積面積 2.9ha

地区内農地面積 13.3ha

【航空写真】

取組の内容

バンク活用前 バンク活用後

法人担い手
個人担い手A
個人担い手B
非担い手
非農地

法人担い手
非農地

基盤整備地域協議 集約化

※岐阜県での呼称は「農地専門員」

令和

３年度⑪岐阜県養老町室原小栗栖地区

「取組のポイント」

✓ 農地バンクが関係機関と連携のうえ、基盤整備未実施地区の整備を実現

✓ 地域全体の担い手への農地集積・経営安定化に寄与

平成25年 令和３年

集積面積・集積率 6ha(45.1%) 13.3ha(100%)

平均経営面積 1.0ha/経営体 13.3ha/経営体

平均団地面積 0.5ha/団地 13.3ha/団地

ようろうちょうむろはら おぐりす



岐阜県

農地バンク事業の継続的な取組みによる集約化等の進展

① 平成27年に相談を受けた農地バンクは、市、農業委員会と連携して、将来の農地利用の在り方など
協議の場を設置。新たな受け手として地域外の水田利用の法人を紹介するなど、当該法人の受入れや当
該法人による水田利用の集団化などの合意を形成。農地バンクは、当該法人への農地の集約等を開始 し、
地域の農地の約６割を貸付。

② 平成27年以降、農地バンクの現地駐在員※は、当該法人による水田利用の集団化の実現に向け、市、
農業委員会と連携し、規模縮小等の農地所有者等に対して、継続的に農地バンクへの貸付を調整し、地
域の農地の約７割を貸付、担い手の平均団地面積が2.5倍に拡大（4.2ha/団地→10.5ha/団地）。

③ 水利関係から水田利用を法人にまとめ、令和３年以降は、農薬散布ドローンを導入し農作業の省力化
を図るとともに、米の効率的生産が可能となり、地域全体の収益が改善。

取組の内容

阿木両伝寺地区は、急傾斜に農地が広がる中山間地域で高齢化等による新たな受け手確保が課題。平成
27年に水利の関係でソバを生産せざるを得なかった所有者等が、農地バンクの相談窓口（JA）へ水田利
用の集団化を相談し、機構活用を検討。平成27年以降、継続的に農地バンクの現地駐在員※が規模縮小等
を行う農業者の農地を当該法人へ集積している。

地区の概要

✓ 規模縮小等の意向

農地面積 2.1ha

✓ 団地数

２団地→１団地

✓ 担い手の声「集約が

進むことで、移動時

間等の削減に加え、

農薬散布ドローン等

が導入可能になり、

作業効率が格段に上

がった。今後も地域

と協力しながら、将

来にわたって農地を

守っていきたい。」

取組の成果

バンク活用後
（H27）

バンク活用後
（R3）

中津川市

農地バンク
活用面積

借入面積 10.5ha

転貸面積 10.5ha

新規集積面積 2.1ha

地区内農地面積 14.9ha

：当初（H27）担い手に集積された農地 ：R3時点で集積が進展した農地

中山間 集約化 ICT

「取組のポイント」

✓ 過年度の地域合意の実現に向け、農地バンクの現地駐在員※等が継続的に集約等へ

取組

平成27年 令和３年

集積面積・集積率 8.4ha(56.4%) 10.5ha(70.5%)

平均経営面積 8.4ha／経営体 10.5ha／経営体

平均団地面積 4.2ha／団地 10.5ha／団地

※岐阜県での呼称は「農地専門員」

令和

３年度⑫岐阜県中津川市阿木両伝寺地区
なかつがわし あぎ りょうでんじ

※平成27年からの継続取組



愛知県

農地の利用方針に応じた集積・集約化を実現

① 市は、今後の農地利用の意向調査を実施し、これを地図に表示。大部分の農地が貸付又は農作業
の委託を希望。このため、有機栽培や大型機械による農地利用等、今後、農地を利用する者の意向
を反映した利用方針を合意形成。

② 農地バンクは、市、農業委員会、土地改良区等の関係機関と連携し、農薬の使用が異なる有機と
慣行栽培の水系が混じらないよう、有機栽培と大型機械による農地利用のエリアを設定。また、当
面の間、営農を継続する者へは農地の集約化を阻害しないよう、所有地に配慮して農地利用地図を
作成し、地域で合意形成。

③ 農地バンクは、所有者に賃料条件等に不公平が生じないよう、市、農業委員会、土地改良区等の
関係機関と借受希望者との借受条件を協議し、協議結果を地域で合意。

④ この地区等の取組を契機に、近隣地区において農地バンク事業による集積・集約化の機運が高ま
りつつある。

取組の内容

不在地主が多く、農地の荒廃化が課題の地域。地域外の有機栽培や地域内の大型機械による農地利
用など借受希望があるにも関わらず、地域において農地利用が合意されていなかった。

地区の概要

✓ 経営体数（うち担い手）

51（0）→ 11（2）

✓ 有機農業の取組面積

0.0ha → 2.8ha

取組の成果

名古屋市中川区

農地バンク
活用面積

借入面積 8.7ha

転貸面積 8.7ha

新規集積面積 8.7ha

地区内農地面積 9.7ha

バンク活用前 バンク活用後

貸付希望

自作
自作（移動可）

作業委託

検討中

法人経営体A

法人経営体B

自作

【福島地区】

集約化地域協議令和

３年度⑬愛知県名古屋市中川区福島地区

「取組のポイント」

✓ 出し手、受け手の話合いを通じて、課題と方向性について意識を共有した

✓ 他地域で実績のある受け手の参入や耕作地交換等により、集積率0→89.7%を実現

令和２年 令和３年

集積面積・集積率 0.0ha(0.0%) 8.7ha(89.7%)

平均経営面積 0.0ha/経営体 4.4ha/経営体

平均団地数 0.0ha団地 4.4ha団地

なごやし なかがわく ふくしま



農地中間管理機構関連農地整備事業を活用し、集積と集約化を実現

① 地権者や農業者の理解を得るため、市・地区準備委員会・農地バンクが協力し土地改良事業説明会
を開催。ほ場整備を行うことで得られる地域全体の将来像を共有した。農地バンクから農業者負担
を減らすため地域集積協力金を換地費用等に充てられることを説明し理解を求めた。

② 農業者に対して事前アンケートを行い、現在の課題を整理した上で必要に応じ戸別訪問を実施。
地元に精通する地区準備委員会と協力し、細かな課題について丁寧に対応することで、中間管理機
構への円滑な貸付を実現。狭小な区画が多く集積が進まなかった地区の21haを１名の担い手に集積
することができた。

③ 今後もこの地域を将来にわたって営農を継続できるものにするという共通意識のもと、必要な用
水路等の改修や道路拡幅、ほ場の大区画化を目指していく。基盤整備事業（大区画化、用排水路の
整備、道路拡幅）が完了する令和９年度は２割以上のコスト削減効果が期待できる。

取組の内容

昭和40年代の土地改良事業により整備された用排水施設や農道の老朽化が進み、水管理等に支障をきたして

いた。集積は進んでいるが、施設老朽化に加え標準区画10aと小区画で生産性の面での課題がある。

地区の概要

✓ 担い手への集積率

34.9％ → 85.4％

✓ 担い手の平均経営面積

7.4ha→ 18.1ha

✓ 受け手の声：「念願の大

区画化、農地の集約がで

きたことで将来の安定経

営が期待できる」

✓ 出し手の声：「土地改良

が地元負担なしで行われ、

将来も安心して担い手に

預けられる」

取組の成果

農地バンク
活用面積

借入面積 21.2ha

転貸面積 21.2ha

新規集積面積 13.8ha

地区内農地面積 21.2ha

地権者や農業者を
招集した説明会の
様子

バンク活用/基盤
整備事業実施後

（R9予定）
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担い手A

基盤整備集約化中山間令和

３年度⑭愛知県豊川市萩地区

「取組のポイント」

✓ インフラ整備と同時進行で集積と集約化を促進

✓ 基盤整備が完了する令和９年度には２割以上コスト削減見込み

令和２年 令和３年

集積面積・集積率 7.4 ha( 34.9%) 18.1 ha( 85.4%)

平均経営面積 7.4 ha/経営体 18.1 ha/経営体

平均団地面積 0.7 ha/団地 18.1 ha/団地

愛知県

とよかわし はぎ


